
  ７水管第 301 号  

令和７年５月２日 

水産政策審議会 会長 

佐々木 貴文 殿 

農林水産大臣 江藤 拓 

資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第 1982号）の一部変更（まさ

ば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系

群、まだら本州太平洋北部系群、まだら本州日本海北部系群、まだら北海

道太平洋並びにまだら北海道日本海の別紙２の変更、まさば対馬暖流系群

及びごまさば東シナ海系群の別紙４の変更等）について（諮問第 475号） 

漁業法（昭和 24年法律第 267号）第 11条第５項の規定に基づき、資源管理基本方

針を別紙のとおり変更したいので、同条第６項において準用する同条第３項の規定に

基づき、貴審議会の意見を求める。 
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資源管理基本方針の一部を変更する告示案について 

 

令和７年５月 

水 産 庁  

 

 

第１ 今回の変更事項 

   変更事項１：「別紙２－15 まさば及びごまさば太平洋系群」における資源管理の目

標、漁獲シナリオ等の変更  

   変更事項２：「別紙２－16 まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群」及び「別

紙４－４ まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群」における資

源管理の目標、漁獲シナリオ、資源の名称等の変更  

変更事項３：「別紙２－42 まだら本州太平洋北部系群」、「別紙２－43 まだら本州

日本海北部系群」、「別紙２－44 まだら北海道太平洋」及び「別紙２－

45 まだら北海道日本海」における漁獲可能量の配分の基準等の変更 

このほか、修辞的な修正や必要な附則を規定する予定。 

 

第２ スケジュール 

３月 31日から４月 29日まで：パブリックコメントの実施 

５月下旬から６月上旬：官報掲載  
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【変更事項１】「別紙２－15 まさば及びごまさば太平洋系群」における資源管理の目標、

漁獲シナリオ等の変更 

 

１ 変更の趣旨  

（１）資源管理基本方針の本則の第９の規定により、「農林水産大臣は、直近の資源評価、

最新の科学的知見、漁業の動向その他の事情を勘案して、資源管理基本方針についての

検討を、当該資源管理基本方針に記載されているそれぞれの水産資源についておおむね

５年ごとに行い、必要があると認めるときは、これを変更する」こととされている。 

（２）特定水産資源である、まさば及びごまさば太平洋系群については、５年ごとの見直し

のため、令和６年８月から令和７年３月にかけて、資源管理基本方針の本則の第８の１

に基づく「資源管理の方針に関する検討会」を３回開催し、最新の資源評価に基づく資

源管理の目標の案及び漁獲シナリオの案等について議論した。その結果、 

① 近年の海洋環境の変化を受けて、資源評価の将来予測の不確実性が高まっている

こと等を踏まえて、資源管理目標とシナリオは、３年以内に見直す。 

② まさば太平洋系群については、ＭＳＹを達成する漁獲圧力（Ｆmsy）の代替値とし

て、加入量当たり親魚量が、漁獲圧力が０の場合の加入量当たり親魚量に対し 40％と

なるときの漁獲圧力（Ｆ40％SPR）を用いて算出した親魚量の水準を資源管理の目標

とし、漁獲シナリオの調整係数（β）は 0.9を用いる。 

③ ごまさば太平洋系群については、研究機関から提案された目標管理基準値及びそ

の算定に用いられている再生産関係に従った加入が起こるとする仮定を採用し、βは

0.9を用いる。 

④ 上記の組合せにより、令和７管理年度ＡＢＣは、サバ類合計で 13.9万トンとなる。 

⑤ 管理年度途中の漁獲可能量の調整ルール（翌管理年度からの繰入）については、さ

ば類対馬暖流系群で導入されていたルールを導入する方向とする。 

⑥ 留保の割合については、令和７年４月のＴＡＣ意見交換会にて案を提示すべく、数

量明示の大臣管理区分・道県と調整しつつ検討を進める。 

⑦ ＮＰＦＣにおける管理（公海での漁獲）については、国内管理との一貫性が確保さ

れるよう、水産庁として引き続き努力していく。 

が取りまとめられた。 

（３）上記「資源管理の方針に関する検討会」の取りまとめを踏まえ、まさば及びごまさば

太平洋系群の資源管理の目標や漁獲シナリオ等を定める資源管理基本方針の「別紙２－

15」について、所要の変更を行う。 

 

２ 変更の内容  

 変更の内容は、別紙１のとおり。 
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【変更事項２】「別紙２－16 まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群」及び「別

紙４－４ まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群」における資源

管理の目標、漁獲シナリオ、資源の名称等の変更 

 

１ 変更の趣旨  

（１）資源管理基本方針の本則の第９の規定により、「農林水産大臣は、直近の資源評価、

最新の科学的知見、漁業の動向その他の事情を勘案して、資源管理基本方針についての

検討を、当該資源管理基本方針に記載されているそれぞれの水産資源についておおむね

５年ごとに行い、必要があると認めるときは、これを変更する」こととされている。 

（２）特定水産資源である、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群については、５

年ごとの見直しのため、令和６年７月から令和７年１月にかけて、資源管理基本方針の

本則の第８の１に基づく「資源管理の方針に関する検討会」を２回開催し、最新の資源

評価に基づく資源管理の目標の案及び漁獲シナリオの案等について議論した。その結果、 

① 資源管理目標及び漁獲シナリオについては、水産庁が示した案を採用する。 

② 令和７管理年度以降のＴＡＣ配分の基準については、全体としては現行の内容を

維持する（過去３年の漁獲実績シェアの平均値を３年ごとに更新）。ただし、数量明

示配分の都道府県及び大臣管理区分の間の配分基準については、関係者で議論する。 

③ 漁獲可能量の調整ルール（管理年度中の改訂）について、令和６管理年度に採用し

ている暫定的な措置をベースに令和７管理年度以降のルールについて検討する。 

④ ＴＡＣ意見交換会において、資源管理の内容について振り返り、意見交換を行う議

題を設ける。 

⑤ 資源管理、あるいは資源の有効利用の両立に向けて、流通・加工・養殖業者等との

意見交換の場について、引き続き積極的に実施する。 

が取りまとめられた。 

（３）上記「資源管理の方針に関する検討会」の取りまとめを踏まえ、まさば対馬暖流系群

及びごまさば東シナ海系群の資源管理の目標や漁獲シナリオ等を定める資源管理基本

方針の「別紙２－16」について、所要の変更を行う。 

（４）また、資源評価における名称の変更に伴い、本特定水産資源の名称を「まさば及びご

まさば対馬暖流系群」に変更することとし、「別紙２－16」及びこの特定水産資源につ

いての資源再建計画を定めた「別紙４－４」について、所要の変更を行う。 

 

２ 変更の内容  

 変更の内容は、別紙２及び別紙３のとおり。 
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【変更事項３】「別紙２－42 まだら本州太平洋北部系群」、「別紙２－43 まだら本州日

本海北部系群」、「別紙２－44 まだら北海道太平洋」及び「別紙２－45 ま

だら北海道日本海」における漁獲可能量の配分の基準等の変更 

 

１ 変更の趣旨  

（１）特定水産資源である、まだら本州太平洋北部系群、まだら本州日本海北部系群、まだ

ら北海道太平洋及びまだら北海道日本海については、令和６年７月から資源管理基本方

針第１の(5)の①に定めるステップ１（漁業者による漁業法第 30条に基づく漁獲量等の

報告体制並びに農林水産大臣及び都道府県知事による漁獲量等に係る情報収集体制を

確立するとともに、対象資源の特性及び当該資源を利用する漁業の実態等を踏まえた管

理を実現するための課題を整理し、それらを解決するための取組を行う段階）の取組が

行われている。 

（２）令和７年７月から、資源管理基本方針第１の(5)の②に定めるステップ２（ステップ

１の取組を継続しつつ、漁獲可能量による管理について、法第 15 条第１項第２号の都

道府県別漁獲可能量及び同項第３号の大臣管理漁獲可能量の試行的な配分等を行う段

階）に移行するにあたり、「別紙２-42 まだら本州太平洋北部系群」、「別紙２－43 ま

だら本州日本海北部系群」、「別紙２－44 まだら北海道太平洋」及び「別紙２－45 ま

だら北海道日本海」について、所要の変更を行う。 

 

 

２ 変更の内容  

 変更の内容は、別紙４のとおり。 
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図1 分布域
分布の中⼼は⽇本の太平洋側。
産卵場は、⽇本の南岸の⿊潮
周辺域に形成される。

ゴマサバは⽇本周辺に広く⽣息しており、本系群はこのうち太平洋側に分布する群である。本系群の漁獲量や
資源量は漁期年（7⽉〜翌年6⽉）の数値を⽰す。

ゴマサバ（太平洋系群）①

図2 漁獲量の推移
⽇本の漁獲量は、2005
〜2011年漁期は⾼い⽔
準で推移していたが、
2012年漁期以降、減少
傾向を⽰し、2023年漁
期は2.2万トンであった。
2014年漁期以降、外国
船による漁獲があり、
2023年漁期の中国によ
る漁獲量は0.6万トンで
あった。

図3 年齢別漁獲尾数の推移
年変化が⼤きいものの1、2歳⿂が主体
である。また、加⼊が良好な年級群
（1996、2004、2009年漁期）が出現
すると、その年級群が0、1歳⿂として
⼤量に漁獲される特徴が⾒られる。
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本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

2025年1⽉17⽇公開

0

10

20

30

40

1995 2000 2005 2010 2015 2020

年
齢
別
資
源
尾
数
（
億
尾
）

漁期年

4歳以上
3歳
2歳
1歳
0歳

0

10

20

30

40

0

20

40

60

80

1995 2000 2005 2010 2015 2020

加
⼊
量
（
億
尾
）

資
源
量
・
親
⿂
量
（
万
ト
ン
）

漁期年

資源量
親⿂量
加⼊量

図5 年齢別資源尾数の推移
資源の年齢組成を尾数でみると、0歳⿂
（⻘）、1歳⿂（橙）を中⼼に構成されてお
り、2歳以上が占める割合は低い。

ゴマサバ（太平洋系群）②

図4 資源量・親⿂量・加⼊量の推移
資源量は、2004〜2011年漁期は⾼い⽔準で推移
していたが、2012年漁期以降に急減し、2023年
漁期は19.1万トンとなった。親⿂量は、資源量と
同様の傾向を⽰し、直近5年間（2019〜2023年
漁期）でみると減少傾向で、2023年漁期は7.9万
トンであった。加⼊量（0歳⿂の資源尾数）は、
1996、2004、2009年漁期に⾼い値を⽰した他
は⽐較的安定して推移しており、2015年漁期以
降は低い値となっていたが、2023年漁期は⽐較
的⾼い値となった。
本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

2025年1⽉17⽇公開
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ゴマサバ（太平洋系群）③

図7 管理基準値案と禁漁⽔準案
最⼤持続⽣産量（ MSY ） を実現する親⿂量
（SBmsy）は、リッカー型の再⽣産関係に基づき
16.7万トンと算定される。⽬標管理基準値としては
SBmsy、限界管理基準値としてはMSYの60％の漁獲
量が得られる親⿂量、禁漁⽔準としてはMSYの10％
の漁獲量が得られる親⿂量を提案する。

MSY

MSYの
60％に相当

図6 再⽣産関係
1995〜2022年漁期の親⿂量と加⼊量（⽩丸）に対
し、リッカー型の再⽣産関係（⻘太線）を適⽤した。
図中の⻘点線は、再⽣産関係の下で実際の親⿂量と
加⼊量の90％が含まれると推定される範囲である。
図中の×印は、2023年漁期の親⿂量と加⼊量であ
る。

MSYの
10％に相当

2023年漁期の漁獲量MSY2023年漁期の親⿂量禁漁⽔準案限界管理基準値案⽬標管理基準値案
3.1万トン7.2万トン7.9万トン0.7万トン5.4万トン16.7万トン

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

2025年1⽉17⽇公開

ゴマサバ（太平洋系群）④

図8 神⼾プロット（神⼾チャート）
親⿂量（SB）は、2006〜2013年漁期において最⼤
持続⽣産量（MSY）を実現する親⿂量（SBmsy）を
上回っていたが、2005年漁期以前および2014年漁期
以降は下回っている。漁獲圧（F）は、2007、2013、
2019、2021、2023年漁期においてSBmsyを維持す
る漁獲圧（Fmsy）を下回っていたが、その他の年は
上回っている。

図9 漁獲管理規則案（上図︓縦軸は漁獲圧、
下図︓縦軸は漁獲量）
Fmsyに乗じる調整係数であるβを0.4とした
場合の漁獲管理規則案を⿊い太線で⽰す。下
図の漁獲量については、平均的な年齢組成の
場合の漁獲量を⽰した。

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

2025年1⽉17⽇公開
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ゴマサバ（太平洋系群）⑤

図10 漁獲管理規則案の下での親⿂量と漁獲量
の将来予測（現状の漁獲圧は参考）
加⼊量に近年の再⽣産関係の残差（再⽣産関係式
から期待される加⼊量からのずれ）を考慮し、β
を0.4とした漁獲管理規則案に基づく漁獲を継続
した場合の将来予測結果を⽰す。⻑期的には、親
⿂量の平均値、漁獲量の平均値ともに緩やかに増
加し、親⿂量の平均値は2035年漁期までに⽬標
管理基準値案（SBmsy）に到達する。

SBmsy
16.7万トン

MSY
7.2万トン

将来の漁獲量（万トン）将来の親⿂量（万トン）
近年の低⽔準の加⼊が2024年漁期以降も継続する場合

漁獲管理規則案に基づく将来予測（β=0.4の場合）

現状の漁獲圧に基づく将来予測

実線は予測結果の平均値を、網掛けは予測結果（1万回のシ
ミュレーションを試⾏）の90%が含まれる範囲を⽰す。

MSY
⽬標管理基準値案
限界管理基準値案
禁漁⽔準案

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

2025年1⽉17⽇公開

2035年漁期に親⿂量が⽬標管理基準値案（16.7万トン）を上回る確率
2035年漁期に親⿂量が限界管理基準値案（5.4万トン）を上回る確率

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 10.1 9.5 8.5 8.0 7.5 7.1 6.8 6.5 7.1 7.5 95% 1%
0.9 10.4 10.1 9.3 8.9 8.5 8.2 8.0 7.7 8.6 9.1 100% 3%
0.8 10.8 10.7 10.2 9.9 9.7 9.5 9.3 9.2 10.3 11.1 100% 10%
0.7 11.1 11.4 11.1 11.1 11.0 10.9 10.9 10.9 12.2 13.2 100% 13%
0.6 11.4 12.2 12.1 12.3 12.4 12.6 12.6 12.7 14.4 15.6 100% 24%
0.5 11.8 12.9 13.2 13.7 14.1 14.4 14.6 14.8 16.7 18.2 100% 46%
0.4 12.2 13.7 14.4 15.3 15.9 16.4 16.7 17.0 19.2 21.0 100% 88%

現状の漁獲圧 9.4 8.2 6.9 6.1 5.4 4.9 4.4 4.1 4.3 4.3 14% 0%

12.47.9

ゴマサバ（太平洋系群）⑥

表1．将来の平均親⿂量（万トン）

表2．将来の平均漁獲量（万トン）

漁獲管理規則案に基づく将来予測において、βを0.4〜1.0の範囲で変更した場合と現状の漁獲圧（2018〜2022年漁期の平均︓β=1.25相当）の場合の平均
親⿂量と平均漁獲量の推移を⽰す。2024年漁期の漁獲量は、予測される資源量と現状の漁獲圧により仮定し、2025年漁期から漁獲管理規則案に基づく漁
獲を開始する。
β＝0.4とした場合、2025年漁期の平均漁獲量は1.8万トン、2035年漁期に親⿂量が限界管理基準値案を上回る確率は100％、⽬標管理基準値案を上回る確
率は88％と予測される。また、βが0.4以下の場合、2035年漁期の親⿂量は限界管理基準値案および⽬標管理基準値案をともに50%以上の確率で上回ると
予測される。
上記は近年の低⽔準の加⼊量が2024年漁期以降も継続することを想定した場合の漁獲管理規則案に基づく将来予測結果であり、2024年漁期以降に加⼊が
再⽣産関係式から予測される⽔準に戻ることを想定した場合の将来予測結果は次ページに⽰す。

近年の低⽔準の加⼊が2024年漁期以降も継続する場合

※表の値は今後の資源評価により更新される。
本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する研究機関会議
資料において提案された値を暫定的に⽰した。

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 4.1 3.9 3.6 3.4 3.2 3.0 2.9 3.0 3.2 3.4 3.5
0.9 3.8 3.6 3.5 3.3 3.2 3.1 3.0 3.2 3.4 3.6 3.8
0.8 3.4 3.4 3.3 3.2 3.1 3.1 3.0 3.2 3.5 3.7 3.9
0.7 3.0 3.1 3.1 3.1 3.0 3.0 3.0 3.2 3.5 3.8 4.0
0.6 2.6 2.8 2.8 2.8 2.9 2.9 2.9 3.1 3.5 3.7 3.9
0.5 2.2 2.4 2.5 2.6 2.6 2.7 2.7 3.0 3.2 3.5 3.6
0.4 1.8 2.0 2.1 2.2 2.3 2.4 2.4 2.6 2.9 3.1 3.2

現状の漁獲圧 5.0 4.4 3.9 3.4 3.0 2.7 2.5 2.5 2.6 2.6 2.7

6.1

2025年1⽉17⽇公開
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2035年漁期に親⿂量が⽬標管理基準値案（16.7万トン）を上回る確率
2035年漁期に親⿂量が限界管理基準値案（5.4万トン）を上回る確率

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 12.3 13.9 14.5 15.2 15.5 15.9 16.1 16.1 16.2 16.2 100% 40%
0.9 12.7 14.8 15.8 16.8 17.4 17.9 18.2 18.3 18.4 18.5 100% 58%
0.8 13.1 15.8 17.3 18.6 19.4 20.1 20.4 20.6 20.8 20.8 100% 74%
0.7 13.5 16.8 18.8 20.6 21.7 22.5 22.8 23.0 23.2 23.1 100% 87%
0.6 14.0 17.9 20.5 22.7 24.1 25.0 25.4 25.5 25.6 25.6 100% 95%
0.5 14.4 19.1 22.4 25.1 26.7 27.7 28.1 28.1 28.2 28.1 100% 98%
0.4 14.9 20.3 24.4 27.7 29.6 30.6 30.8 30.8 30.7 30.6 100% 100%

現状の漁獲圧 11.4 11.9 11.7 11.7 11.6 11.6 11.6 11.5 11.4 11.3 97% 10%

7.9 12.4

ゴマサバ（太平洋系群）⑦

表3．将来の平均親⿂量（万トン）

表4．将来の平均漁獲量（万トン）

漁獲管理規則案に基づく将来予測において、βを0.4〜1.0の範囲で変更した場合と現状の漁獲圧（2018〜2022年漁期の平均︓β=1.25相当）の場合の平均親⿂量
と平均漁獲量の推移を⽰す。2024年漁期の漁獲量は、予測される資源量と現状の漁獲圧により仮定し、2025年漁期から漁獲管理規則案に基づく漁獲を開始する。
β＝0.4とした場合、2025年漁期の平均漁獲量は2.5万トン、2035年漁期に親⿂量が限界管理基準値案および⽬標管理基準値案を上回る確率はともに100％と予
測される。
上記は、2015年漁期以降2022年漁期まで低⽔準の加⼊量が継続していることを考慮せず、2024年漁期以降の加⼊は適⽤した再⽣産関係に従うことを仮定した
将来予測であるため、今後も低⽔準の加⼊が継続した場合、2024年漁期以降の漁獲量、親⿂量の予測値ならびに2035年漁期における⽬標達成確率は過⼤となっ
ている可能性がある。

2024年漁期以降、適⽤した再⽣産関係に従う加⼊が起こると仮定した場合

※表の値は今後の資源評価により更新される。
本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する研究機関会議
資料において提案された値を暫定的に⽰した。

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 5.7 6.2 6.5 6.7 6.9 7.0 7.0 7.1 7.1 7.1 7.1
0.9 5.2 5.8 6.2 6.5 6.7 6.8 6.9 7.0 7.0 7.0 7.0
0.8 4.7 5.3 5.8 6.2 6.4 6.6 6.7 6.8 6.8 6.8 6.8
0.7 4.2 4.9 5.4 5.8 6.1 6.2 6.3 6.4 6.4 6.4 6.4
0.6 3.6 4.3 4.9 5.3 5.6 5.8 5.8 5.9 5.9 5.9 5.9
0.5 3.1 3.8 4.3 4.7 5.0 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2
0.4 2.5 3.1 3.7 4.0 4.3 4.4 4.4 4.5 4.4 4.4 4.4

現状の漁獲圧 6.8 6.9 7.0 6.9 6.9 6.9 6.8 6.8 6.7 6.7 6.7

6.9

2025年1⽉17⽇公開
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NPFCにおける
マサバ資源評価結果

1

NPFCでのマサバ資源評価の概要
• 資源評価の実施機関

マサバ資源評価技術作業部会（TWG CMSA）

• 実施時期

データ準備会合は、2024年1⽉、資源評価会合は2024年7⽉

• 参加メンバー

漁業メンバーの⽇本、中国、ロシアに加えて、EU、⽶国、カナダ、外部専⾨家も参加

• 資源評価の⽅法

 SAMを使⽤

 ⽇本が解析を実施し、その結果を作業部会で検討

• 資源評価期間

1970〜2022年漁期（1970年7⽉〜2023年6⽉）

• 使⽤するデータ
※ベースケースでは、我が国の資源評価に⽐べて、漁獲データで１年前、資源量指標で２年前のものを使⽤

 漁獲・⽣物データ（年齢別漁獲尾数、年齢別平均体重、年齢別成熟率）

 資源量指標

 ⽇本︓加⼊量指標（2つ）、1歳⿂資源量指標、親⿂量指標（2つ）

 中国︓まき網CPUE 2
35
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漁獲量、年齢別漁獲尾数

3

緑︓⽇本、⾚︓中国、⻘︓ロシア

• 2015年に中国がマサバ漁業に参⼊
（操業域は公海）

• ⽇本は若齢⿂の割合が⼤きいが、0
〜6歳以上を広く漁獲

• 中国は3歳以下が漁獲の⼤部分を占
める

年別メンバー別漁獲量（千トン） 国別年齢別漁獲尾数（百万尾）

年
年齢

資源量指標

4

⽇本︓加⼊量指
標（夏調査）

⽇本︓加⼊量指
標（秋調査）

⽇本︓1歳⿂
資源量指標
（秋調査）

⽇本︓親⿂量
指標（産卵量
調査）

⽇本︓親⿂量
指標（たもす
くいCPUE）

中国︓まき網
CPUE

ロシア︓トロー
ルCPUE

※ロシアのトロー
ルCPUEはベース
ケース（基準とな
るシナリオ）では
不使⽤

• ⽇本の資源量指標が最も多く、資源評価に貢献
• どの資源量指標も近年では減少傾向

漁期年

36



⽣物パラメータ

5

• 近年では、年齢別の平均体重や成熟率
が低下

• 漁獲がない状況下で加⼊1個体が親⿂量
になる量（SPR0）は極めて低い値

年別年齢別平均体重（g）

年別年齢別成熟率

年別SPR0

漁期年

漁期年

漁期年

SAMによる推定結果

6

• 資源量と親⿂量は2018年に
ピークとなり、その後減少

• 加⼊は、直近10年間では⾼い
⽔準

• 漁獲割合（漁獲量/資源量）は、
10〜30%の間で変動し、40%
を超える年もあった

資源量（千トン） 親⿂量（千トン）

加⼊量（⼗億尾） 漁獲量（千トン）

漁獲係数 漁獲割合

漁期年

2023年の
資源量指標

1歳以上の
過程誤差シナリオ

なしありベースケー
ス

なしなし参考1

ありあり参考2

ありなし参考3

37



将来予測結果

7

• 直近年の成⻑と成熟の下、
2028年までの将来予測を実
施

• 現状の漁獲圧に加えて、将
来の漁獲量を5万トン、10
万トン、15万トン、20万ト
ン、30万トン、40万トンで
⼀定としたシナリオを採⽤

• 現状の漁獲圧では、将来に
おいても親⿂量の減少が継
続する可能性がある

FY2028FY2027FY2026FY2025Catch level
44486476Fcur
9898999750
94949696100
88889293150
78808789200
56587079300
36384966400

漁獲量⼀定シナリオの下での将来の親⿂量の推移
親⿂量90%
信頼下限値 平均親⿂量

それぞれの漁獲量の下で、将来に2022年の親⿂量を上回る確率

（千トン）

平均漁獲量

資源評価の結果まとめ

• 2017年にマサバ資源評価技術作業部会が設⽴以降初めて資源評価
を完了
• ベースケースでは、我が国の資源評価に⽐べて、漁獲データで

１年前、資源量指標で２年前のものを使⽤
• 年齢別漁獲尾数では、⽇本（EEZ内）と中国（公海域）の間で年齢

構成が異なった
• 親⿂量は、2018年のピークを境に減少
• 将来予測では、現状の漁獲圧の下では将来においても親⿂量の減少

が継続する可能性が⽰された

科学勧告
• 現状の漁獲圧を引き下げることが必要

8
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3

Target Reference Point TRP
MSY

62.6
154.5

Limit Reference Point LRP
10

14.2
56.2

6.7

4
45



5

Target Reference Point TRP
MSY

16.7
15.8

Limit Reference Point LRP
MSY 60

5.4
5.0

MSY 10
0.7
0.6

6
46



7

8

R2 R3 R4 R5 R6

TAC 50.1
47.4
2.7

59.6
58.2
1.4

50.9
49.9
1.0

51.0
50.0
1.0

35.3
32.7
2.6

TAC 30.6 28.1 15.8 10.8
4.9

11 12
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1

Target Reference Point TRP
MSY

Limit Reference Point LRP

10

2
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3

F50 SPR

4

F40 SPR
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5

6

Target Reference Point TRP
MSY

Limit Reference Point LRP
MSY 60

MSY 10
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13

Fmsy
ABC 1.8 5.2

F50 SPR
5.0 6.8 10.2
5.7 7.5 10.9

F40 SPR
7.3 9.1 12.5
8.7 10.5 13.9
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⽇本 韓国

マサバ（対⾺暖流系群）①

図1 分布域
東シナ海南部から⽇本海北部
沿岸域、さらに⻩海まで広く
分布する。

図2 漁獲量の推移
⽇本と韓国を合わせ
た漁獲量は、1970〜
1980年代は安定して
いたが、その後減少
し、1996年に急増し
たあと、再び減少し
た。2000年代以降は
ほぼ横ばいであり、
2023年は22.2万トン
であった。そのうち
⽇本は10.2万トン、
韓国は12.0万トンで
あった。

図3 年齢別漁獲尾数の推移
漁獲物の年齢組成を尾数でみると、0歳
（⻘）、1歳（オレンジ）を中⼼に構成
されており、2歳以上が占める割合は少
ない。

マサバは⽇本周辺に広く⽣息しており、本系群はこのうち東シナ海〜⽇本海に分布する群である。

年

年

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。
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島根 長崎

マサバ（対⾺暖流系群）②

図4 資源量指標値
資源量指標値には、⼤中型まき網CPUE（1網当たりの
漁獲量）、島根県中型まき網CPUE（1網当たりの漁獲
量）、⻑崎県中型まき網CPUE（1隻当たりの漁獲量）、
産卵量を⽤いた。0歳⿂指標値を除くいずれの指標値も、
2023年は平年よりも⾼い⽔準を⽰した。

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。
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マサバ（対⾺暖流系群）③

図5 資源量・親⿂量・加⼊量
資源量は2019年の低加⼊などの影響で減少し、2019
年に50.5万トンとなったが、2021年以降やや回復し、
2023年は71.4万トンであった。加⼊量（0歳の資源尾
数）は2019年は低かったが、2023年は15.6億尾と推
定された。親⿂量は直近5年間（2019〜2023年）でみ
ると増加傾向で、2023年には27.9万トンであった。

図6 年齢別資源尾数
0歳⿂と1歳⿂の占める割合が⾼い。近年では、
0歳⿂尾数は2017年は18.3億尾と多かったが、
2019年は10.9億尾と少なかった。その後増加
し、2022年は16.9億尾、2023年は15.6億尾と
推定された。

年年

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

マサバ（対⾺暖流系群）④

図8 管理基準値案と禁漁⽔準案
最⼤持続⽣産量（MSY）を実現する親⿂量
（SBmsy）は33.0万トンと算定される。⽬標管理
基準値案としてはSBmsy、限界管理基準値案とし
ては親⿂量の最⼩観測値、禁漁⽔準案としては
MSYの10％の漁獲量が得られる親⿂量を提案する。

親⿂量の
最⼩観測値

MSY

2023年の漁獲量MSY2023年の親⿂量禁漁⽔準案限界管理基準値案⽬標管理基準値案
22.2万トン26.7万トン27.9万トン1.3万トン11.7万トン33.0万トン

MSYの
10％
に相当

図7 再⽣産関係
1973〜2022年の親⿂量と加⼊量に対し、リッカー
型の再⽣産関係（⻘太線）を適⽤した。図中の⻘点
線は、再⽣産関係の下で実際の親⿂量と加⼊量の
90％が含まれると推定される範囲である。⽩丸は
観測値で、⾚丸は直近5年間の観測値である。

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。
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2005 2000

2020

1990
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マサバ（対⾺暖流系群）⑤

図9 神⼾プロット（神⼾チャート）
親⿂量（SB）は、1980年代は最⼤持続⽣産量
（MSY）を実現する親⿂量（SBmsy）を上回って
いたが、1997年以降はSBmsyを下回っている。漁
獲圧（F）は、1980年代前半は概ねSBmsyを維持
する漁獲圧（Fmsy）を下回っていたが、1993年以
降は2020年と2023年を除いてFmsyを上回ってい
る。2023年は親⿂量はSBmsyを下回り、漁獲圧は
Fmsyを下回った。

図10 漁獲管理規則案（上図︓縦軸は漁獲圧、下
図︓縦軸は漁獲量）
Fmsyに乗じる調整係数であるβを0.95とした場合
の漁獲管理規則案を⿊い太線で⽰す。下図の漁獲量
については、平均的な年齢組成の場合の漁獲量を⽰
した。

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

マサバ（対⾺暖流系群）⑥

図11 漁獲管理規則案の下での親⿂量と漁獲
量の将来予測（現状の漁獲圧は参考）
βを0.95とした場合の漁獲管理規則案に基づ
く漁獲を継続した場合の将来予測結果を⽰す。
親⿂量の平均値は⽬標管理基準値案以上、漁
獲量の平均値はMSY⽔準でそれぞれ推移する。

将来の親⿂量（万トン） 将来の漁獲量（万トン）

漁獲管理規則案に基づく将来予測
（β=0.95）
現状の漁獲圧に基づく将来予測

実線は予測結果の平均値を、網掛けは予測結果
（1万回のシミュレーションを試⾏）の90%が
含まれる範囲を⽰す。

MSY
⽬標管理基準値案
限界管理基準値案
禁漁⽔準案

SBmsy
33.0万トン

MSY
26.7万トン

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

年年
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203520342033203220312030202920282027202620252024β
26.726.626.726.726.726.726.726.726.626.526.2

25.7

1.00
26.626.626.626.626.626.626.626.526.325.925.20.95
26.426.426.426.426.426.426.426.225.925.324.20.90
25.725.725.725.725.725.725.625.424.923.922.00.80
26.726.626.726.726.726.726.726.726.726.526.3現状の漁獲圧

2035年に親⿂量が⽬標管理基準値案（33.0万トン）を上回る確率
203520342033203220312030202920282027202620252024β

46%32.932.933.033.033.033.133.032.932.832.6

31.930.6

1.00
61%34.934.935.034.935.035.034.834.634.233.40.95
75%36.936.937.037.037.037.036.736.435.734.30.90
94%41.241.241.341.241.341.240.940.238.836.10.80
45%32.832.832.932.832.932.932.932.832.732.5現状の漁獲圧

マサバ（対⾺暖流系群）⑦
表1．将来の平均親⿂量（万トン）

表2．将来の平均漁獲量（万トン）

漁獲管理規則案に基づく将来予測において、βを0.8〜1.0の範囲で変更した場合と現状の漁獲圧（2021〜
2023年の平均︓β=1.00相当）の場合の平均親⿂量と平均漁獲量の推移を⽰す。2024年の漁獲量は予測され
る資源量と現状の漁獲圧により仮定し、2025年から漁獲管理規則案に基づく漁獲を開始する。
β＝0.8とした場合、2025年の平均漁獲量は22.0万トン、2035年に親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率は
94％と予測される。また、βが0.95以下の場合、2035年の親⿂量は⽬標管理基準値案を50%以上の確率で上
回ると予測される。β=0.95における2025年漁期の平均漁獲量は25.7万トンである。

※上記の表は暦年（1〜12⽉）の値である。表の値は今後の資源評価により更新される。
本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。
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ゴマサバ（対⾺暖流系群）①

図1 分布域
東シナ海南部から⽇本海中部
沿岸域に分布し、産卵場は東
シナ海中南部と薩南海域であ
る。

図2 漁獲量の推移
⽇本と韓国を合わせ
た漁獲量は、年変動
が あ る 。 2018 年
（12.4万トン）には
急増したが、2023
年 は 8.2 万 ト ン で
あった。そのうち⽇
本は3.9万トン、韓
国 は 4.3 万 ト ン で
あった。

図3 年齢別漁獲尾数の推移
漁獲物の年齢組成を尾数でみると、0歳（⻘）、
1歳（オレンジ）を中⼼に構成されており、2
歳以上が占める割合は少ない。

ゴマサバは⽇本周辺に⽣息しており、本系群はこのうち東シナ海〜⽇本海に分布する群である。

年

0

1

2

3

4

1992 1997 2002 2007 2012 2017 2022

年
齢
別
漁
獲
尾
数
（
億
尾
）

年

0歳 1歳 2歳 3+歳

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。
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ゴマサバ（対⾺暖流系群）②

図4 年齢別資源量指標値の推移（⼤中まき）
2023年においては0歳⿂が前年より減少した。2歳
⿂以上は前年より増加した。

図5 年齢別資源量指標値の推移（枕崎中まき）
2023年においては0〜1歳⿂は平年並みであった
が、2歳⿂以上は前年並みの低い⽔準であった。

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。
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ゴマサバ（対⾺暖流系群）③

図6 資源量・親⿂量・加⼊量
資源量は1992年以降、増減を繰り返しており、
2019年に急減した後、2020年は9.1万トンとさら
に減少した。しかし、2021年以降増加し、2023年
は18.2万トンとなった。加⼊量（0歳⿂の資源尾
数）は2019〜2020年は低かったが、2023年は
3.5億尾と推定された。親⿂量は直近5年間（2019
〜2023年）でみると横ばいで、2023年には7.2万
トンであった。

図7 年齢別資源尾数
0歳⿂と1歳⿂の占める割合が⾼い。0歳⿂資源
尾数は2019年と2020年は1.3億〜1.6億尾と
少なかったが、2022年は5.3億尾、2023年は
3.5億尾であった。
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本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

ゴマサバ（対⾺暖流系群）④

図8 再⽣産関係
1992〜2022年の親⿂量と加⼊量の情報に基づく
リッカー型の再⽣産関係（⻘太線）を適⽤した。図
中の⻘点線は、再⽣産関係の下で実際の親⿂量と加
⼊量の90％が含まれると推定される範囲である。
⽩丸は観測値で、⾚丸は直近5年間の観測値である。

図9 管理基準値案と禁漁⽔準案
最⼤持続⽣産量（MSY）を実現する親⿂量
（SBmsy）は9.2万トンと算定される。⽬標管
理基準値案としてはSBmsy、限界管理基準値
案としては親⿂量の最⼩観測値、禁漁⽔準案と
してはMSYの10％の漁獲量が得られる親⿂量
を提案する。

親⿂量の
最⼩観測値

MSYの
10％
に相当

MSY

2023年の漁獲量MSY2023年の親⿂量禁漁⽔準案限界管理基準値案⽬標管理基準値案
8.2万トン6.2万トン7.2万トン0.4万トン3.1万トン9.2万トン

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。
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ゴマサバ（対⾺暖流系群）⑤

図10 神⼾プロット（神⼾チャート）
親⿂量（SB）は、2018年を除き全ての年において
最⼤持続⽣産量（MSY）を実現する親⿂量
（SBmsy）を下回っている。漁獲圧（F）は、
1992年以降、多くの年でSBmsyを維持する漁獲圧
（Fmsy）を上回っている。2023年は親⿂量は
SBmsyを下回り、漁獲圧はFmsyを上回った。

図11 漁獲管理規則案（上図︓縦軸は漁獲圧、
下図︓縦軸は漁獲量）
Fmsyに乗じる調整係数であるβを0.95とした場
合の漁獲管理規則案を⿊い太線で⽰す。下図の漁
獲量については、平均的な年齢組成の場合の漁獲
量を⽰した。

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

ゴマサバ（対⾺暖流系群）⑥

図12 漁獲管理規則案の下での親⿂量と漁獲
量の将来予測（現状の漁獲圧は参考）
βを0.95とした場合の漁獲管理規則案に基づ
く漁獲を継続した場合の将来予測結果を⽰す。
親⿂量の平均値は⽬標管理基準値案以上、漁
獲量の平均値はMSY⽔準でそれぞれ推移する。

SBmsy 9.2万トン

MSY
6.2万トン

漁獲管理規則案に基づく将来予測
（β=0.95）
現状の漁獲圧に基づく将来予測

実線は予測結果の平均値を、網掛けは予測結果
（1万回のシミュレーションを試⾏）の90%が
含まれる範囲を⽰す。

MSY
⽬標管理基準値案
限界管理基準値案
禁漁⽔準案

本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

将来の親⿂量（万トン） 将来の漁獲量（万トン）

年 年
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ゴマサバ（対⾺暖流系群）⑦

表2．将来の平均漁獲量（万トン）

漁獲管理規則案に基づく将来予測において、βを0.7〜1.0の範囲で変更した場合と現状の漁獲圧（2021〜
2023年平均値︓β＝1.49相当）の場合の平均親⿂量と平均漁獲量の推移を⽰す。2024年の漁獲量は予測され
る資源量と現状の漁獲圧により仮定し、2025年から漁獲管理規則案に基づく漁獲を開始する。
β=0.8にした場合、2025年の平均漁獲量は3.9万トン、2035年に親⿂量が⽬標管理基準値案を上回る確率は
91％と予測される。また、βが0.95以下の場合、2035年の親⿂量は⽬標管理基準値案を50%以上の確率で上
回ると予測される。β=0.95における2025年漁期の平均漁獲量は4.8万トンである。
※上記の表は暦年（1〜12⽉）の値である。表の値は今後の資源評価により更新される。
本系群では、管理基準値や将来予測など、資源管理⽅針に関する検討会の議論をふまえて最終化される項⽬については、管理基準値等に関する
研究機関会議資料において提案された値を暫定的に⽰した。

2035年に親⿂量が⽬標管理基準値案（9.2万トン）を上回る確率
203520342033203220312030202920282027202620252024β

45%9.29.29.19.19.08.88.68.27.66.8

6.16.6

1.0
59%9.89.89.79.79.69.49.18.67.97.00.95
72%10.410.410.410.310.210.09.69.18.37.20.9
91%11.711.711.711.611.511.310.810.19.07.50.8
98%13.013.013.013.012.912.612.111.29.77.90.7
0%4.14.14.24.34.44.54.64.85.15.5現状の漁獲圧

203520342033203220312030202920282027202620252024β
6.26.16.16.16.16.05.95.75.55.14.7

6.7

1.0
6.16.16.16.16.16.05.95.75.45.04.50.95
6.16.16.16.16.06.05.95.65.34.94.30.9
5.95.95.95.95.85.85.75.55.14.63.90.8
5.65.65.65.65.65.55.45.24.84.23.50.7
4.74.74.84.94.95.15.25.35.65.96.3現状の漁獲圧

表1．将来の平均親⿂量（万トン）

68



69

テキストボックス
資料２－12



70



71



72



R6ABC

R6TAC

R6

ABC

R6

ABC

R6

R7ABC
R7
TAC

R6

TAC R6

ABC

R6

ABC

R7

TAC
R7

TAC

R7

TAC

•

•

73



•
•

•

•

•

74



( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

•
•

•

( )
TAC ( )
( )

( )

75



76



77



78



 

79

テキストボックス
資料２－13



80



•
TA

C

•
TA

C

• •

TA
C

•
31

TA
C

(T
AC

85
%

)

TA
C

81

テキストボックス
資料２－14



82



•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

83

テキストボックス
資料２－15



84



1

2

85

テキストボックス
資料２－16



3

4

86



5

87



88



89

テキストボックス
資料２－17



90



91

テキストボックス
資料２－18




